ジテンシャ ソウコウ クウカン ノ セイビ 二 カンスル ケイザイ ヒョウカ by 味水 佑毅 et al.
− 1 −
『地域政策研究』（高崎経済大学地域政策学会）　第 14 巻　第４号　2012年３月　１頁〜 16頁
自転車走行空間の整備に関する経済評価
味　水　佑　毅
Economic Analysis on Improvement of Bicycle Traffic Space
Yuki MISUI
要　旨
　近年、自転車関連の交通事故比率の上昇、通勤や通学への自転車利用の増加、自転車利用者の
ルール・マナー違反の増加、いまだ低水準にとどまる自転車走行空間の整備などを背景として、
自転車走行空間の整備に対する社会的要請が高まっている。その一方で、自動車交通需要は、人
口減少などの影響を受けて減少することが見込まれている。将来的に過大な道路容量を維持する
ことは、将来世代に過大な負担をもたらすこととなり、車道空間から自転車走行空間への道路空
間の再配分が喫緊の課題と言える。
　以上の前提に基づき、本論文では、道路空間の再配分の一形態として、自転車走行空間の整備
の経済評価を、非市場財の評価手法であるコンジョイント分析を用いて行った。導出された推計
結果からは、「自転車通行環境整備モデル地区」などで見られる程度の自転車交通量がある場合、
自転車走行空間の整備が社会的余剰の増大をもたらす可能性があることが示された。
　キーワード：自転車走行空間、道路空間の再配分、コンジョイント分析、費用便益分析
Summary
　　The social demand is recently increasing for improvement of bicycle traffic space.  The 
reasons of the increasing social demand are increased bicycle-related traffic accidents, increased 
commute to work and school by bicycle, and still low-level improvement of bicycle traffic space. 
On the other hand, the demand for automobile traffic is expected to decline due to population 
decline.  Future maintenance of excess road capacity may produce excessive burden on the 
future generations and reallocation of the road space from automobile traffic space to bicycle 
traffic space is the pressing issue.
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　　Based on the above assumption, this study aims to conduct the economic analysis on 
improvement of bicycle traffic space after allocating the road space with the conjoint analysis 
which is the evaluation approach for non-marketable goods.  The estimated results show that 
improvement of bicycle traffic space is likely to increase social surplus if the same volume of the 
bicycle traffic as seen in the “model district of environmental improvement for bicycle traffic” 
can be secured.
　Key words：bicycle traffic space, reallocation of road space, conjoint analysis,
　　　　　　 cost-benefit analysis
Ⅰ　はじめに
　本研究の目的は、近年、社会的要請が高まりつつある自転車走行空間の整備について、その社
会的な価値を測定するための基礎的な分析を行うことにある。
　わが国では、戦後、積極的な道路整備を行ってきた。しかしながらその主たる対象は自動車交
通であり、それ以外の自転車や歩行者のための道路が充実しているとは言い難い。たとえば、車
道や歩道から分離した本格的な自転車専用道路の延長は、道路全体の延長の１％にも満たず、ま
た、小学校の通学路に指定されているにもかかわらず歩道が整備されていない区間が４万㎞以上
残されている。後述するように2010年の交通事故死者は、「歩行中」が最も多く（35.2％）、ま
た「自転車乗用中」も13.5％と無視できない水準にある。これらの状況は、道路空間において、
自動車のための道路である車道以外の空間を充実させることが社会的に喫緊の課題であることを
示している。
　その一方で、自動車交通需要は、人口減少などの影響を受けて減少することが見込まれている。
将来的に交通需要が増加しないにもかかわらず、現在の道路容量を維持することは、将来世代に
過大な負担をもたらすこととなる。根本・味水（2008）は、今後、自動車交通量が減少してい
くなかで、社会的費用の水準に基づき、道路を機能ごとに拡幅・削減していくことが社会的余剰
の拡大につながることを示している。
　ここで重要なことは、これらの状況を踏まえた上で、「道路空間を機能ごとにどのように配分
するか」という問題の検討である。道路は、その形状がゆえに、他の公共施設のように不要だか
らといって売却することは難しい。その一方で、道路空間を必要性が低い機能から必要性が高い
機能に再配分することで、道路空間全体が生み出す付加価値を増大させることは可能である。た
とえば、車道の限界便益よりも自転道や歩道、植樹帯などの限界便益が大きい場合、道路空間の
再配分、すなわち車道を一部削減するかわりに自転車道や歩道、植樹帯を整備することで社会的
余剰の最大化が図られると考えられる。
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　しかしながら、自動車走行空間以外の空間の価値はこれまで十分に評価されてきているとは言
えず、その評価なくして道路空間の再配分の是非について判断することは困難である。以上の議
論を踏まえ、本研究では、道路空間の再配分に関する基礎的研究として、非市場財の評価手法で
あるコンジョイント分析を用いて自転車走行空間の整備に関する経済評価を行う。
Ⅱ　自転車走行空間の整備に関する政策展開
（１）自転車走行空間の整備に対する社会的要請
　2011年10月に「良好な自転車交通秩序の実現のための総合対策の推進について」と題する通
達が警察庁から示された。この通達の背景としては、第一に、従来から実施してきた各種自転車
対策にもかかわらず、全交通事故に占める自転車関連事故の割合が増加傾向にあることが挙げら
れる。深刻な死亡事故に限定してみても、警察庁資料によれば、2010年の交通事故死者におい
て「自転車乗用中」が占める割合は13.5％であり、2007年以降、４年連続で13％を上回ってい
る（図１）。また、このほかにも「歩行中」が最も多く（35.2％）、この数値は2008年に「自動
車乗車中」を34年ぶりに上回って以来、３年連続「自動車乗車中」を上回っている。これらの
状況は、自転車や歩行者など、自動車以外のための空間を充実させることが喫緊の課題であるこ
とを示している。
図１　状態別交通事故死者数の推移
出所）警察庁資料に基づき筆者作成
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　また、通達の第二の背景としては、近年の通勤や通学への自転車利用の増加を背景として、自
転車利用者のルール・マナー違反とそれに対する国民の批判がやまないこと、また後述するよう
に、自転車の通行環境の整備も進んでいない状況にあることが挙げられる。
　上記の通達では、基本的な考え方および自転車の通行環境の確立に関して推進する主な対策と
して表１に示す内容を示している。
表１　良好な自転車交通秩序の実現に向けた基本的な考え方および対策
基本的な
考え方
１） 車道を通行する自転車の安全と歩道を通行する歩行者の安全の双方を
確保するため、自転車は「車両」であるということを全ての者に徹底
２） 自転車本来の走行性能の発揮を求める自転車利用者には歩道以外の場
所を通行するよう促進
３）歩道を通行する者には、歩行者優先というルールの遵守を徹底
主な対策
１） 規制標識「自転車一方通行」や「普通自転車専用通行帯」を活用した
走行空間の整備
２）普通自転車歩道通行可規制の実施場所の見直し
３）普通自転車歩道通行可規制のある歩道をつなぐ自転車横断帯の撤去
　上記の警察庁通達と時期を合わせ、国土交通省においても2011年11月に「安全で快適な自転
車利用環境の創出に向けた検討委員会」が警察庁と共同で設置され、2007年度に国土交通省と
警察庁で指定した自転車通行環境整備モデル地区の評価・検証を行うとともに、安全で快適な自
転車利用環境の創出のためのガイドラインの提案を行うこととなった。
　このように道路の管理主体および整備主体があわせて自転車交通に関わる取り組みを進めてい
ることは、わが国において自転車走行空間の充実に向けた社会的要請が高まってきていることを
示していると考える。
（２）自転車走行空間の整備状況
　自転車走行空間は、自動車または歩行者との分離によって、大きく４種類に分けられる。第一
が、縁石線や柵等の工作物によって構造的に自動車や歩行者と分離されている空間であり、自転
車道と呼ばれる（図２左上）。第二が、自動車および歩行者の一方とは構造的に、もう一方とは
視覚的に分離されている空間であり、歩行者と構造的に分離されている空間が自転車専用通行帯
（いわゆる自転車レーン）（図２右上）、自動車と構造的に分離されている空間が自転車歩行者道（自
転車通行位置が明示されているもの）（図２左下）である。第三が、自動車からは分離されてい
るものの歩行者とは分離されていない空間であり、自転車歩行者道（自転車通行位置が明示され
ているものを除く）である（図２右下）。第四が自動車とも歩行者とも分離されていない空間で
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ある。すなわち、路側帯を表す白線が引いてあるだけの空間であり、そのような空間では、必然
的に自動車や自転車、歩行者が輻輳することとなる（後述する図３左上を参照されたい）。
　2010年４月時点で、全国の道路が約120万㎞あるうち、上記の第一および第二の自転車走行
空間はわずか約3,000㎞しかない。約80,600㎞ある第三とあわせても、84,000㎞に満たず、残
りの約110万㎞は自動車と分離されずに残っているのが現状である。
　自転車走行空間の整備については、近年の取り組み以外にも、国土交通省や警察庁を中心とし
て、従来さまざまな取り組みがなされてきた。2007年度には、国土交通省と警察庁が共同で、「新
たな自転車利用環境のあり方に関する懇談会」を設置し、その懇談会の提言の中で、走行空間の
原則分離の推進、戦略的整備の速やかな展開、ネットワーク計画や目標を持った整備の促進など
を掲げている。このうち、戦略的整備の速やかな展開については、2008年１月に全国で98箇所
の自転車通行環境整備モデル地区（以下、モデル地区）を指定した。このモデル地区は、「今後
の自転車通行環境整備の模範」となる地域とされ、各モデル地区では、分離された自転車走行空
自転車道
自転車歩行者道（自転車通行位置の明示あり）
自転車専用通行帯
自転車歩行者道（自転車通行位置の明示なし）
出所）国土交通省資料
図２　自転車走行空間の概要
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間を戦略的に整備するため、事業進捗上の課題に対する助言の実施や、交通安全施設等整備事業
等を通じて重点的な支援を行うとされた。しかし、上述した「安全で快適な自転車利用環境の創
出に向けた検討委員会」では、これらモデル地区における自転車走行空間の整備は断片的で連続
性が確保されておらず、モデル地区指定に伴う整備によって安全性は向上したものの、利用者数
に大きな変化はないと指摘されている。
（３）自転車走行空間の整備の議論における課題
　今後、上記の「安全で快適な自転車利用環境の創出に向けた検討委員会」では、自転車利用環
境の創出に向けたガイドラインを提案することとなっている。これまで述べてきたように、自転
車走行空間の整備は喫緊の課題であり、可能な限り、迅速に進めていくことが求められることは
言うまでもない。この認識がゆえに、自転車走行空間の整備に関する議論では、歩行者との輻輳、
自転車道走行の遵守率などを考慮した、ある状況において望ましい自転車走行空間のあり方に関
する議論になりがちである。しかしその一方で、自転車走行空間は道路空間の一部である。財政
的な制約また物理的な制約によって、道路空間全体を拡大（道路の拡幅）が困難であるならば、
自転車走行空間の拡大は、自動車や歩行者など、他の道路利用者のための空間（車道空間や歩道
空間など）の削減を意味することに他ならない。道路空間を、人々のモビリティを確保する稀少
な資源として捉えるならば、過剰な自転車走行空間の整備（自転車走行空間への転換を通じた、
車道空間や歩道空間の過剰な削減）は社会全体の余剰を減少させることにつながりかねない。
　すなわち、ここで求められる視点は、ある自転車走行空間の整備がどの程度の社会的余剰の増
加をもたらすか、という点である。言い換えるならば、ある道路空間の転換に伴って、転換元の
道路空間（主に車道空間）の削減にともなう社会的余剰の減少と、転換先の道路空間（自転車走
行空間）の増加にともなう社会的余剰の増大の比較である。これを明らかにするためには、自転
車走行空間の社会的価値の測定が必要不可欠であり、このことが自転車走行空間の整備の議論に
おける最大の課題と言えるだろう。
Ⅲ　先行研究
　自転車走行空間に関する先行研究としては、自転車走行空間が充実している欧州を対象として、
各国の自動車走行空間の状況を紹介する論文が多数あるほか、評価手法、ガイドラインなどを示
している論文も複数ある（濱田ら（1998）、兵藤（2000）、元田（2008）など）。
　また、自転車走行空間の意義・概念・役割に関する論説や紹介も複数見受けられる。たとえば、
羽藤（2008）は、自転車が道路空間における完全な脇役にとどまっていること、わずかな段差
による自動車と自転車、歩行者の分離の有効性、自転車のモビリティの低さとモータリゼーショ
ンの関係性、需要予測の困難性、移動のスケールを考慮したデザインを考えていくことの必要性
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について述べている。また、道路交通安全対策室（2008）では、自転車が５㎞程度の移動にお
いて特に効率的な移動手段であること、自転車が車両であるがゆえに車道通行を原則とした結果、
1960年代の交通事故の増大につながったこと、それに基づき自転車歩行者道を中心とした空間
整備をした結果、自転車事故の減少とともに歩行者対自転車の事故が増大していること、2007
年の道路交通法改正を転機として自転車と歩行者の共存に関する議論が進められていること、な
どが述べられている。
　さらに、自転車走行空間に関する実証研究としては、自転車走行空間の幅員や設計、走行位置
に関する小川・押川（2005）、清田ら（2005）、佐々木・浜岡（2007）、歩行者との錯綜・危険
性に関する杉谷ら（2005）、小川・押川（2006）、清田ら（2006）、山下ら（2006）、自転車道
整備に対する住民意識に関する阿部・藤井（1999）などがある。また、吉村・亀野（2008）、
西原・高田（2003）、佐藤（2007）、高橋（2007）など社会実験を対象とした事例分析も多数
ある。
　これらの先行研究からは、現在、自転車の走行を取り巻く問題としてどのようなものがあるか
（歩行者と自転車の錯綜問題など）、実際に自転車走行空間を整備するにあたってどのように取り
組むべきか（空間の幅員や空間における走行位置など）、実際にどのような自転車走行空間が整
備されているか（国内外の事例分析など）といった点についてさまざまな知見が蓄積しているこ
とがわかる。しかしながら、車道空間からの転換を考慮して自転車走行空間自体の価値の測定を
行っている研究は見受けられない。
Ⅳ　自転車走行空間への転換に関する評価
（１）評価手法
　本節では、前節までの議論を踏まえ、車道空間から自転車走行空間への道路空間の再配分につ
いて考察を行う。ただし、図２に示すように自転車走行空間もその形態は多様であり、特定の解
があるわけではない。したがって、それらさまざまな自転車走行空間が有する要素ごとに評価す
る必要がある。このような場合に適した評価手法として、コンジョイント分析がある。コンジョ
イント分析は、評価対象を構成する要素ごとに分解し、それら要素の組み合わせのかたちで代替
案を複数評価することで、要素ごとの価値を測定する評価手法である。一般に交通インフラはさ
まざまな特徴（要素）を有しており、ある特定の交通インフラの整備事業は、それらさまざまな
特徴を任意の水準で組み合わせた事業と捉えることができる。たとえば、本論文で対象とする自
転車走行空間の場合、自転車走行空間の種類ごとの特徴は表２で示されるように整理することが
できる。
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表２　自転車走行空間の種類と特徴
種　　類 特　　徴
自 転 車 道 自動車・歩行者と分離されており、快適・安全に走行可能
自 転 車 レ ー ン
歩行者とは分離されているものの自動車とは分離されておらず、自転車
道に比べ快適・安全は劣る
自転車歩行者道
自動車とは分離されているものの歩行者とは分離されておらず、歩行者
との錯綜が問題となる（カラー塗装などで自転車走行空間と歩行空間が
明示的に区分されているケースもある）
　なお、コンジョイント分析を用いた道路整備の評価に関する研究としては木村・岡村（2001）
などが挙げられるものの、自転車走行空間の評価にコンジョイント分析を適用した研究は特に見
受けられない。
（２）分析概要
　本論文では、2009年11月18 〜 20日に、各種自転車走行空間に日常的に接していることが想
定される東京23区内在住者を対象として、NTTレゾナントが提供するgooリサーチを用いてWeb
調査形式でアンケート調査を実施した。
　サンプルとしては、年代別の回答傾向も分析するため、20歳代、30歳代、40歳代、50歳代お
よび60歳以上の５年齢層ごとに男女それぞれ同数の回答を得られるよう設定した。サンプルサ
イズ（有効回答数）は520票であり、各セグメントの票数は52票である。
　なお、質問にあたっては、下記の３点を仮想して回答を求めた。
１） 週５日、自宅からある目的地（通勤先、通学先、通院先等）まで、５㎞の道のりを自転車で
移動（実際の移動とは関係なく想定）
２） ルート上の道路は、幅員がせまく、道路も自動車、自転車、歩行者の移動空間が分離されて
いない
３） この道路について自転車走行空間の整備が検討されている
　また、回答者に示したルートの現状と自動車または歩行者と分離した自転車走行空間のイメー
ジは図３に示すとおりである。
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現状（自動車・歩行者ともに非分離）のイメージ
自動車と非分離・歩行者と分離のイメージ
自動車と分離・歩行者と非分離のイメージ
自動車・歩行者ともに分離のイメージ
図３　アンケート調査で提示したルート現状と自転車走行空間の転換イメージ
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　ここで、本調査の評価対象である自転車走行空間の要素および水準として、先行研究および事
前に複数回実施したプレテストの結果を踏まえ、表３に示すように、要素としては４種類、水準
としては２または３種類を提示した。
表３　自転車走行空間の要素と水準
要　素 水　準
自動車との分離 分離されている 分離されていない
歩行者との分離 分離されている 分離されていない
幅 員 １ｍ ２ｍ ３ｍ
年 間 負 担 額 1,200円 2,400円 3,600円
　上記の要素と水準に基づき、直交表を用いて、回答者に提示するケース（表３に示す４要素水
準の組み合わせ）を18種類作成した。各回答者にはこれら18種類のケースから２つのケースを
抽出して示し、いずれがより望ましい道路整備かを選択してもらう方式をとった。なお、回答者
に提示するケースのペアとして、理論上は153ペア（18×17÷２）出てくるが、調査実施上の
制約もあり、４要素間の優劣が明らかなペアを除くなどし、各回答者が25問（ペア）について
回答する形式をとった。回答者に提示した質問は、図４に示す例に示されるように、図３で示し
たイメージ図（幅員等も考慮してそれぞれ作成）および４要素について説明が加えられたかたち
で、２ケースを比較する形式をとっている。
　得られた有効回答数は、上述したように520票であり、分析データは13,000件（520票×25問）
である。符号条件は、「年間負担額」のみマイナス（負担額が高くなると回答者の負担額を差し
引いた収入が減少するため効用が低下して当該自転車走行空間の選択確率が低くなる）、「自動車
図４　アンケート調査における質問の例
自転車走行空間の整備に関する経済評価
− 11 −
との分離」はプラス（自動車と分離されると安全性が向上するため回答者の効用が増加して当該
自転車走行空間の選択確率が高くなる）、「歩行者との分離」もプラス（歩行者と分離されると歩
行者との輻輳が減少するため回答者の効用が増加して当該自転車走行空間の選択確率が高くな
る）、「幅員」もプラス（幅員が広がると移動しやすくなるため回答者の効用が増加して当該自転
車走行空間の選択確率が高くなる）である。
（３）分析結果
　分析結果は表４に示すとおりである。表４からは、すべての要素について符号条件を満たし、
また１％水準で有意であることが読みとれる。
表４　分析結果
要　素 符号条件 係数 ｔ値 ｐ値
年間負担額（万円） − −1.696 −8.514 0.000
自動車との分離（有無） ＋ 2.036 58.745 0.000
歩行者との分離（有無） ＋ 1.280 36.677 0.000
幅　員（ｍ） ＋ 0.186 8.119 0.000
対数尤度 −5,612.558
　各要素を追加的に１単位増加させた時の支払意思額である限界支払意思額は、年間負担額以外
の要素の係数を年間負担額の係数の絶対値で除することで求められる。すなわち、「自転車と自
動車を分離すること（自転車走行空間と車道の分離）」に対する限界支払意思額は2.036（自動
車との分離の係数）÷1.696（年間負担額の係数）÷５㎞（アンケートで想定している移動距離）
＝0.2401万円（2,401円）である。同様に、「自転車と歩行者を分離すること（自転車走行空間
と歩道の分離）」に対する限界支払意思額は1.280（歩行者との分離の係数）÷1.696（年間負担
額の係数）÷５㎞（アンケートで想定している移動距離）＝0.1509万円（1,509円）であり、先
に求めた「自動車との分離」の３分の２程度の支払意思額であることがわかる。このことは、自
転車走行空間の整備にあたって、自転車利用者が、「歩行者との分離」よりも「自動車との分離」
を重視していること、すなわち、歩行者との錯綜による危険性よりも自動車との錯綜による事故
などの危険性をより大きく考えていることを示唆していると考えられる。
　また、「幅員を１ｍ拡げること」に対する限界支払意思額は0.186（幅員の係数）÷1.696（年
間負担額の係数）÷５㎞（アンケートで想定している移動距離）＝0.0220万円（220円）である。
この支払意思額は自動車との分離および歩行者との分離に対する支払意思額に比べてきわめて小
さい。この結果からは、自転車利用者が、自転車走行空間の拡幅による自転車走行の快適性より
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も、自動車や歩行者との分離による自転車走行の安全性を重視していると理解できる。
　次に、年齢階層別（20歳代、30歳代、40歳代、50歳代、60歳以上）に同様の分析を行った。
すなわち、各分析のサンプルサイズ（有効回答数）は104票（2,600件）である。その係数の結
果を年齢階層別に４要素について示したものが表５である。表５の結果からは、60歳以上セグ
メントの「年間負担額」が10％水準で有意であること、40歳代セグメントの「幅員」が有意で
はないことを除き、すべて１％水準で有意であることが読みとれる。
表５　年齢階層別の分析における係数結果
要　素 符号 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上
年間負担額（万円） − −1.99＊＊＊ −1.98＊＊＊ −1.39＊＊＊ −2.24＊＊＊ −0.81＊
自動車との分離（有無） ＋ 1.66＊＊＊ 1.83＊＊＊ 2.16＊＊＊ 2.32＊＊＊ 2.36＊＊＊
歩行者との分離（有無） ＋ 1.15＊＊＊ 1.22＊＊＊ 1.33＊＊＊ 1.33＊＊＊ 1.43＊＊＊
幅　員（ｍ） ＋ 0.24＊＊＊ 0.20＊＊＊ 0.07 0.20＊＊＊ 0.21＊＊＊
注）＊＊＊：１％水準で有意、＊＊：５％水準で有意、＊：10％水準で有意
　次に、表５の係数結果に基づき、年齢階層ごとに、自転車走行空間の各要素の限界支払意思額
を整理したものが表６である。表６からは、すべての年齢階層セグメントにおいて、拡幅より分
離が重視されているとともに、歩行者との分離より自動車との分離を重視していることが読みと
れる。また、一部に例外があるものの、年齢が高くなるほど、自動車や歩行者との分離に対する
支払意思額が大きくなる傾向があることが読みとれる。その一方で、60歳以上セグメントを除き、
年齢が低くなるほど、幅員の拡大に対する支払意思額が相対的に大きくなる。このことは、自転
車走行空間に対して、年齢が高いほど安全性を重視し、年齢が低いほど快適性を重視する傾向に
あることを示唆するものと考えられるが、一部で有意ではない数値もあるため、詳細については
今後の課題としたい。
表６　年齢階層別の対策ごとの限界支払意思額
要　素 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上
自動車との分離 1,665 1,856 3,098 2,068 5,863
歩行者との分離 1,153 1,232 1,909 1,188 3,555
幅員の１ｍ拡大 244 203 （99） 179 533
注）単位：円（40歳代の「幅員の１m拡大」は非有意）
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（４）自転車走行空間の整備の評価
　前項で導出された各要素に対する限界支払意思額の結果を用いることで、さまざまな自転車走
行空間の整備事例に対して自転車利用者が有する社会的価値（利用価値）を求めることができる。
ここでは一例として、自転車道（自動車・歩行者と分離されている自転車走行空間）を考える。
前項の推計結果に基づく自転車利用者一人当たりの幅員別の自転車道の価値は表７に示すとおり
である。
表７　自転車道整備の便益
幅　員 自動車との分離 歩行者との分離 幅員の確保 合計
１ｍ
2,401円／人・㎞ 1,509円／人・㎞
220円／人・㎞ 4,129円／人・㎞
２ｍ 440円／人・㎞ 4,349円／人・㎞
注）いずれの幅員のケースについても、小数点以下の処理のため合計は一致しない。
　自転車道１㎞に対する社会全体の年間便益は、表７で示された合計値に当該区間の日平均断面
交通量を乗ずることで求めることができる。
　これに対して、自転車道の整備費用は、市町村道と同様の整備水準を前提として、表８に示す
ように推計することができる。表８からは、幅員１ｍ・延長１㎞の自転車道の年間整備費用が
3,063,198円であることがわかる。なお、幅員２ｍの場合は幅員１ｍの場合の倍であり、6,126,396
円となる。
表８　自転車道の整備費用の推計値（幅員１ｍ・延長１㎞の自転車道の場合）
費　目 整備費用 推計方法
更新（建設）費用 1,116,731円／年
根本・味水（2008）に示される国道整備の事業評価結
果の平均値（６億円／㎞）を平均車線幅員2.75ｍで除し、
年間値換算のために40（年）で除すことで、国道の更新
費用が5,454,545円／年と推計される。そのうえで、整
備水準を考慮するため、維持管理費の比率（市町村道の
維持管理費／国道の維持管理費）を乗じて算出。
用地費用 1,818,182円／年
根本・味水（2008）に示される国道整備の事業評価結
果の平均値（２億円／㎞）を平均車線幅員2.75ｍで除し、
年間値換算のために40（年）で除すことで算出。
維持管理費用 128,285円／年
道路整備の費用便益分析マニュアルに示される維持管理
費用48万円／年を道路統計年報に示される道路面積／道
路延長から算出される車道部平均幅員で除すことで算
出。
合計 3,063,198円／年
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　以上の推計結果を基に費用便益分析を実施した結果が図５および図６である。図５からは、幅
員１ｍの場合、１日の自転車交通量が742台で便益が費用を上回ることが読みとれる。また同様
に、図６からは、幅員２ｍの場合、１日の自転車交通量が1,409台で便益が費用を上回ることが
読みとれる。
　道路交通センサスにおいて、自動車の交通量が数年に１回全国規模で調査されているのに対し、
残念ながら自転車の交通量を全国的に網羅した調査は実施されていない。ただし、自転車通行環
境整備モデル地区に取り上げられている主な地域では、１日（多くが朝と夕方のピークの合計６
時間〜日中の12時間）あたりの自転車交通量が2,000台から5,000台とされており、幅員２ｍの
図５　自転車道整備（幅員１ｍ）の便益と費用の比較
図６　自転車道整備（幅員２ｍ）の便益と費用の比較
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場合でも、便益が費用を上回ることが予測される。
　ただし、自転車通行環境整備モデル地区についても指摘されているように、断片的な整備はあ
まり効果をもたらさない。自転車走行空間はネットワークとして整備して初めて本格的な効果が
発現すると考えられる。自転車通行環境整備モデル地区に取り上げられている地区は、当該地域
のなかでも自転車交通量が多い地区である可能性が高い。したがって、自転車走行空間を整備す
る範囲を拡大することは、平均交通量の低下を意味するため、幅員２ｍの場合の便益と費用が等
しくなる1,409台／日を下回る可能性が高い。その意味で、実際に自転車道ネットワークを整備
する際には、都市の中心部は幅員２ｍの自転車道、中心部以外は幅員１ｍの自転車道といった複
数の幅員の組み合わせで整備することが考えられる。なお、上記の便益は直接的利用者による利
用価値であり、存在価値を含まない。また、自転車走行空間の整備と自転車利用の需要は、ある
意味鶏と卵の関係でもあり、想定すべき需要規模の設定も容易ではない。これらの点に関する検
討は今後の課題である。
Ⅴ　まとめ
　本研究では、自動車走行空間から自転車走行空間への「道路空間の再配分」の評価の基礎的研
究として、自転車走行空間の整備の価値に焦点を当てて分析を試みた。実施したコンジョイント
分析からは、自転車走行空間の要素ごとの価値が定量的に示された。導出された推計結果は、一
定の自転車交通量が見込める地域であれば、自転車走行空間の便益が整備費用を上回っているこ
とを示しており、車道空間に余剰が生じているならば、その余剰空間を自転車走行空間に転換す
ることが望ましいことを示唆している結果と理解できる。
　今後の課題としては、自転車走行空間のネットワークとしての整備のケースの評価、車道空間
の走行環境などと組み合わせた分析、歩行空間や植樹帯等他の非自動車走行空間の価値の分析な
どが挙げられる。
 （みすい　ゆうき・高崎経済大学地域政策学部准教授）
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